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1.　19年６月中間期の連結業績（平成19年１月１日～平成19年６月30日）

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年６月中間期 35,802 3.7 462 △12.4 220 △31.9 68 △68.0

18年６月中間期 34,538 2.9 527 △33.1 323 △41.8 212 237.9

18年12月期 69,476 ― 1,013 ― 561 ― 276 ―

　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益

　 円 銭 円 銭

19年６月中間期 1. 42 ― 　

18年６月中間期 8. 15 7. 21

18年12月期 9. 80 ― 　

(参考) 持分法投資損益 19年６月中間期 ― 百万円 18年６月中間期 ― 百万円 18年12月期 ― 百万円

　
(2) 連結財政状態 　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年６月中間期 52,241 5,395 10.3 112. 62

18年６月中間期 49,130 1,996 4.1 75. 43

18年12月期 54,703 5,311 9.7 110. 86

(参考) 自己資本 19年６月中間期 5,395百万円 18年６月中間期 1,996百万円 18年12月期 5,311百万円

　
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

19年６月中間期 1,993 2 △2,839 2,534

18年６月中間期 △1,920 4 1,240 1,871

18年12月期 △2,818 25 3,624 3,378

　

2.　配当の状況

　 １株当たり配当金

(基準日) 中間期末 期末 年間
　 円 銭 円 銭 円 銭

18年12月期 ― 　 ― 　 0. 00

19年12月期(実績) ― 　 ― 　 　　

19年12月期(予想) ― 　 ― 　 0. 00

　

3.　19年12月期の連結業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日）

　 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 70,000 0.8 970 △4.3 470 △16.3 230 △16.8 4. 80
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4.　その他

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　　無

　 　 　

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　　有

②　①以外の変更　　　　　　　　　無

〔(注)　詳細は、14ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕

　

(3) 発行済株式数（普通株式）

　 ①
期末発行済株式数
(自己株式を含む)

19年６月中間期 47,933,221株 18年６月中間期 26,800,031株 18年12月期 47,933,221株

　 ②期末自己株式数 19年６月中間期 25,688株 18年６月中間期 326,797株 18年12月期 24,612株

(注)　１株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、21ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

　

(参考)　個別業績の概要

1.　19年６月中間期の個別業績（平成19年１月１日～平成19年６月30日）

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年６月中間期 35,389 3.5 455 △10.3 212 △29.7 59 △70.3

18年６月中間期 34,196 2.5 507 △35.0 302 △44.7 201 267.3

18年12月期 68,949 ― 963 ― 509 ― 239 ―

　

　
１株当たり中間
(当期)純利益

　 円 銭

19年６月中間期 1. 25

18年６月中間期 7. 72

18年12月期 8. 50

　

(2) 個別財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年６月中間期 51,925 5,459 10.5 113. 96

18年６月中間期 48,633 2,094 4.3 79. 13

18年12月期 54,548 5,383 9.9 112. 36

(参考) 自己資本 19年６月中間期 5,459百万円 18年６月中間期 2,094百万円 18年12月期 5,383百万円

　

2.　19年12月期の個別業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日）

　 (％表示は対前期増減率)

　 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通　期 69,000 0.1 950 △1.4 450 △11.6 210 △12.4 4. 38

　
　※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載した業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報から得られた判断に基づい
ており、実際の業績は、今後の経済情勢の変化等により、記載の予想数値とは異なる結果となる可能性が
あります。
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１　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

① 当中間連結会計期間の経営成績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善により設備投資が増加し、雇用情勢も厳し

さが残るものの改善に広がりを見せ、個人消費も持ち直すなど、景気は生産の一部に弱さが見られるもの

の回復してまいりました。

　主たる事業である建設業界におきましては、民間工事は企業の設備投資の増加により順調でありました

が、官公庁工事は減少傾向を続ける中、熾烈な価格競争が続き受注環境は依然として厳しい状況が続きま

した。

　このような状況の下で当社グループは、順調な民間の設備投資関連工事の受注確保に注力するととも

に、資本業務提携をしたＮＩＳグループとの連携による新規顧客の開拓を図ってまいりました。その結

果、売上高は前年同期を上回ることが出来ましたが、受注高及び経常利益につきましては官公庁工事の受

注減少により、前年同期を下回る結果となりました。

　連結受注高につきましては、前年同期比4.7％減の390億円余となりました。

　なお、当中間連結会計期間において、ＮＩＳグループ関連で「ステラヒルズ川西プロジェクトに係る宅

地造成工事(第１,第２,第３工区)」他 総額80億円余を受注しております。

　連結の売上高につきましては、建設事業におきまして357億円余となり、不動産事業等売上高を含めた

売上高合計は、前年同期比3.7％増の358億円余となりました。

　利益につきましては、競争激化と資材価格の上昇により連結経常利益は前年同期比31.9％減の２億円余

となり、連結中間純利益は前年同期比68.0％減の0.6億円余となりました。

　

② 当連結会計年度の見通し

今後のわが国経済は、企業部門の好調さが持続して家計部門へ波及し、国内民間需要に支えられた景気

回復が続くものと見込まれますが、一方原油価格の動向が内外経済に与える影響等に留意する必要があ

り、先行きには予断を許さないものがあります。

　建設業界におきましては、今後も価格競争を続けるものと思われ、ますます受注競争が厳しくなるもの

と予想されます。

　このような状況を踏まえて、通期の業績につきましては、売上高700億円、営業利益9.7億円、経常利益

4.7億円、当期純利益2.3億円を見込んでおります。通期の受注高につきましては740億円を予想しており

ます。

　
　
(2) 財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

(資産の部)

当中間連結会計期間末における資産の部は、現金預金や完成工事未収入金の減少などにより、前連結会

計年度末に比べ24億円余減少しました。

(負債の部)

当中間連結会計期間末における負債の部は、借入金の返済や新株予約権付社債の繰上償還などにより、

前連結会計年度末に比べ25億円余減少しました。　

(純資産の部)

当中間連結会計期間末における純資産の部は、中間純利益の計上やその他有価証券評価差額金の増加に

より、前連結会計年度末に比べ0.8億円余増加しました。　

　

② キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが売上

債権の減少などにより19億円余の増加となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは２百万円余の

増加となりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済や新株予約権付社債の繰上償還

などにより28億円余の減少となりました。その結果、現金及び現金同等物の中間期末残高は25億円余とな

りました。
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移は、次のとおりであります。

　 平成19年６月中間期 平成18年６月中間期 平成18年12月期

自己資本比率 10.3 ％ 4.1 ％ 9.7 ％

時価ベースの自己資本比率 11.4 ％ 11.3 ％ 12.8 ％

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 6.9 年 ― 年 ― 年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 10.2 ― ―

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注)１．各指標は、連結ベースの財務数値により算出しております。

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出しておりま

す。

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

４．有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を

対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払

額を使用しております。

５．平成18年６月中間期及び平成18年12月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレ

スト・ガバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローが支出超過であるため、記載

しておりません。

　

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

利益配分につきましては、経営基盤の強化並びに事業収益拡大のために内部留保の充実を図るととも

に、株主の皆様へ安定的に利益還元することを基本方針とし、その上で業績及び経営環境等を総合的に勘

案して配当を決定しております。

また、内部留保につきましては、有利子負債の圧縮等財務体質の強化を行うための資金に充当いたしま

す。

当期の配当金につきましては、厳しい受注環境が続き利益水準が低いことから、引き続き無配とさせて

いただく予定であります。

　

　

２　企業集団の状況
　

最近の有価証券報告書（平成19年３月30日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社

の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。

　

　

３　経営方針
　

平成18年12月期決算短信（平成19年２月23日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開

示を省略しております。

　当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

　（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

　http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４　中間連結財務諸表

(1) 中間連結貸借対照表

　

　 　
前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

現金預金 　 　 1,871 　 　 2,534 　 　 3,378 　

受取手形・完成
工事未収入金等

※３ 　 36,214 　 　 39,049 　 　 39,975 　

未成工事支出金等 　 　 754 　 　 1,550 　 　 1,086 　

販売用不動産 ※２ 　 1,402 　 　 1,314 　 　 1,319 　

前払費用 　 　 474 　 　 318 　 　 518 　

その他 　 　 2,010 　 　 1,486 　 　 2,379 　

貸倒引当金 　 　 △465 　 　 △440 　 　 △445 　

流動資産合計 　 　 42,262 86.0 　 45,813 87.7 　 48,212 88.1

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

建物・構築物 ※２ 1,864 　 　 1,221 　 　 1,242 　 　

機械・運搬具・
工具器具備品

　 731 　 　 721 　 　 729 　 　

土地 ※２ 1,707 　 　 1,609 　 　 1,609 　 　

減価償却累計額 　 △1,611 2,692 　 △1,350 2,201 　 △1,361 2,219 　

２　無形固定資産 　 　 111 　 　 105 　 　 107 　

３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

投資有価証券 ※２ 965 　 　 955 　 　 931 　 　

長期貸付金 　 104 　 　 100 　 　 107 　 　

繰延税金資産 　 1,478 　 　 1,481 　 　 1,492 　 　

その他 　 1,571 　 　 1,617 　 　 1,671 　 　

貸倒引当金 　 △56 4,063 　 △34 4,120 　 △39 4,163 　

固定資産合計 　 　 6,867 14.0 　 6,427 12.3 　 6,490 11.9

資産合計 　 　 49,130 100.0 　 52,241 100.0 　 54,703 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

支払手形・
工事未払金等

※３ 　 27,501 　 　 30,270 　 　 29,810 　

短期借入金 ※２ 　 14,202 　 　 12,067 　 　 13,970 　

一年以内償還の
新株予約権付社債

　 　 ― 　 　 ― 　 　 850 　

未払費用 　 　 5 　 　 9 　 　 6 　

未成工事受入金 　 　 310 　 　 596 　 　 210 　

完成工事補償引当金 　 　 228 　 　 247 　 　 463 　

工事損失引当金 　 　 ― 　 　 24 　 　 42 　

賞与引当金 　 　 36 　 　 48 　 　 46 　

その他 　 　 2,214 　 　 2,313 　 　 2,707 　

流動負債合計 　 　 44,499 90.6 　 45,577 87.3 　 48,105 87.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

新株予約権付社債 　 　 1,400 　 　 ― 　 　 ― 　

長期借入金 ※２ 　 279 　 　 107 　 　 194 　

退職給付引当金 　 　 894 　 　 1,093 　 　 1,026 　

役員退職引当金 　 　 60 　 　 66 　 　 65 　

固定負債合計 　 　 2,634 5.3 　 1,267 2.4 　 1,286 2.4

負債合計 　 　 47,133 95.9 　 46,845 89.7 　 49,392 90.3

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本金 　 　 582 1.2 　 2,192 4.2 　 2,192 4.0

２　資本剰余金 　 　 380 0.8 　 2,040 3.9 　 2,040 3.7

３　利益剰余金 　 　 846 1.7 　 978 1.9 　 910 1.7

４　自己株式 ※２ 　 △1 △0.0 　 △0 △0.0 　 △0 △0.0

株主資本合計 　 　 1,808 3.7 　 5,210 10.0 　 5,142 9.4

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

その他有価証券
評価差額金

　 　 188 0.4 　 184 0.3 　 168 0.3

評価・換算差額等
合計

　 　 188 0.4 　 184 0.3 　 168 0.3

純資産合計 　 　 1,996 4.1 　 5,395 10.3 　 5,311 9.7

負債純資産合計 　 　 49,130 100.0 　 52,241 100.0 　 54,703 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

完成工事高 　 34,470 　 　 35,764 　 　 69,180 　 　

不動産事業等売上高 　 68 34,538 100.0 37 35,802 100.0 296 69,476 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

完成工事原価 　 32,575 　 　 33,987 　 　 65,575 　 　

不動産事業等
売上原価

　 55 32,631 94.5 37 34,025 95.0 172 65,748 94.6

売上総利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

完成工事総利益 　 1,894 　 　 1,777 　 　 3,604 　 　

不動産事業等売上
総利益又は不動産
事業等売上総損失
（△）

　 12 1,906 5.5 △0 1,776 5.0 123 3,728 5.4

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 　 1,379 4.0 　 1,314 3.7 　 2,714 3.9

営業利益 　 　 527 1.5 　 462 1.3 　 1,013 1.5

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

受取利息 　 1 　 　 0 　 　 1 　 　

受取配当金 　 5 　 　 6 　 　 6 　 　

その他 　 3 10 0.0 6 13 0.0 14 22 0.0

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

支払利息 　 192 　 　 198 　 　 400 　 　

手形売却損 　 14 　 　 56 　 　 41 　 　

その他 　 7 214 0.6 0 255 0.7 33 475 0.7

経常利益 　 　 323 0.9 　 220 0.6 　 561 0.8

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

前期損益修正益 ※２ 126 　 　 50 　 　 147 　 　

固定資産売却益 ※３ ― 126 0.4 ― 50 0.2 140 288 0.4

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

前期損益修正損 ※４ 55 　 　 53 　 　 153 　 　

販売用不動産評価損 　 105 　 　 ― 　 　 105 　 　

減損損失 ※５ 20 　 　 ― 　 　 20 　 　

貸倒引当金繰入額 　 ― 　 　 ― 　 　 12 　 　

貸倒損失 　 15 　 　 35 　 　 55 　 　

課徴金 　 ― 　 　 24 　 　 ― 　 　

違約金 　 ― 　 　 41 　 　 ― 　 　

その他 ※６ 19 216 0.6 15 170 0.5 164 512 0.7

税金等調整前
中間(当期)純利益

　 　 233 0.7 　 99 0.3 　 337 0.5

法人税、住民税
及び事業税

　 20 20 0.1 31 31 0.1 61 61 0.1

中間(当期)純利益 　 　 212 0.6 　 68 0.2 　 276 0.4
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)

　

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高
(百万円)

582 282 633 △2 1,496

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

新株の発行 0 0 　 　 0

中間純利益 　 　 212 　 212

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

自己株式の処分 　 98 　 1 99

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

0 98 212 1 312

平成18年６月30日残高
(百万円)

582 380 846 △1 1,808

　

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成17年12月31日残高
(百万円)

228 228 1,724

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　

新株の発行 　 　 0

中間純利益 　 　 212

自己株式の取得 　 　 △0

自己株式の処分 　 　 99

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額)

△40 △40 △40

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

△40 △40 271

平成18年６月30日残高
(百万円)

188 188 1,996
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当中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

　

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年12月31日残高
(百万円)

2,192 2,040 910 △0 5,142

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

中間純利益 　 　 68 　 68

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― 68 △0 67

平成19年６月30日残高
(百万円)

2,192 2,040 978 △0 5,210

　

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成18年12月31日残高
(百万円)

168 168 5,311

中間連結会計期間中の変動額 　 　 　

中間純利益 　 　 68

自己株式の取得 　 　 △0

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額(純額)

16 16 16

中間連結会計期間中の変動額合計
(百万円)

16 16 84

平成19年６月30日残高
(百万円)

184 184 5,395
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前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

　

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成17年12月31日残高
(百万円)

582 282 633 △2 1,496

連結会計年度中の変動額 　 　 　 　 　

第三者割当増資による
新株の発行

1,360 1,360 　 　 2,720

新株予約権付社債の新株予約権
行使による新株の発行

249 248 　 　 498

当期純利益 　 　 276 　 276

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

自己株式の処分 　 149 　 2 151

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

1,610 1,758 276 1 3,646

平成18年12月31日残高
(百万円)

2,192 2,040 910 △0 5,142

　

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

平成17年12月31日残高
(百万円)

228 228 1,724

連結会計年度中の変動額 　 　 　

第三者割当増資による
新株の発行

　 　 2,720

新株予約権付社債の新株予約権
行使による新株の発行

　 　 498

当期純利益 　 　 276

自己株式の取得 　 　 △0

自己株式の処分 　 　 151

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額(純額)

△60 △60 △60

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△60 △60 3,586

平成18年12月31日残高
(百万円)

168 168 5,311
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー

　 　 　 　

税金等調整前中間（当期）
純利益

　 233 99 337

減価償却費 　 51 23 82

減損損失 　 20 ― 20

貸倒引当金の増減額
（減少：△）

　 △485 △9 △521

退職給付引当金の増減額
（減少：△）

　 105 67 236

受取利息及び受取配当金 　 △6 △7 △8

支払利息 　 192 198 400

販売用不動産評価損 　 105 ― 105

投資有価証券売却損 　 ― 1 ―

有形固定資産廃棄損 　 0 3 0

有形固定資産売却益 　 ― ― △140

有形固定資産売却損 　 4 ― 4

未払消費税等の増減額
（減少：△）

　 △96 △75 △24

売上債権の増減額
（増加：△）

　 △1,204 956 △4,935

たな卸資産の増減額
（増加：△）

　 172 △458 △76

仕入債務の増減額
（減少：△）

　 △0 460 2,308

未成工事受入金の増減額
（減少：△）

　 △157 386 △257

未収入金の増減額
（増加：△）

　 459 754 282

預り金の増減額
（減少：△）

　 △331 6 △492

その他 　 △763 △156 301

小計 　 △1,700 2,250 △2,379

利息及び配当金の受取額 　 6 7 8

利息の支払額 　 △195 △196 △403

法人税等の支払額 　 △31 △68 △44

営業活動による
キャッシュ・フロー

　 △1,920 1,993 △2,818
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前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

　 　 　 　

有形固定資産の取得による
支出

　 △3 △6 △6

有形固定資産の売却による
収入

　 2 ― 3

投資有価証券の取得による
支出

　 ― ― △1

投資有価証券の売却による
収入

　 ― 2 ―

貸付けによる支出 　 △13 △8 △31

貸付金の回収による収入 　 16 15 31

その他 　 1 0 28

投資活動による
キャッシュ・フロー

　 4 2 25

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

　 　 　 　

短期借入金純増減額
（減少：△）

　 △573 △1,903 △806

長期借入れによる収入 　 368 ― 368

長期借入金の返済による支
出

　 △53 △85 △137

新株予約権付社債の発行に
よる収入

　 1,500 ― 1,490

新株予約権付社債の償還に
よる支出

　 ― △850 ―

株式の発行による収入 　 ― ― 2,710

自己株式の取得による支出 　 △0 △0 △0

財務活動による
キャッシュ・フロー

　 1,240 △2,839 3,624

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額

　 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
（減少：△）

　 △675 △843 832

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高

　 2,546 3,378 2,546

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高

　 1,871 2,534 3,378
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１　連結の範囲に関す

る事項

連結子会社数 １社

連結子会社名

㈱建創

同左 同左

　 主要な非連結子会社名

該当なし。

同左 同左

２　持分法の適用に関

する事項

非連結子会社及び関連会

社がないため、該当事項は

ありません。

同左 同左

３　連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項

連結子会社の中間決算日

は中間連結財務諸表提出会

社と同一であります。

同左 連結子会社の事業年度は

連結財務諸表提出会社と同

一であります。

４　会計処理基準に関

する事項

　 　 　

(1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

　 　時価のないもの

移動平均法による原価

法

　時価のないもの

同左

　時価のないもの

同左

　 たな卸資産

①販売用不動産

個別法による原価法

たな卸資産

①販売用不動産

同左

たな卸資産

①販売用不動産

同左

　 ②未成工事支出金等(未成工

事支出金)

個別法による原価法

②未成工事支出金等(未成工

事支出金)

同左

②未成工事支出金等(未成工

事支出金)

同左

　 ③未成工事支出金等(材料貯

蔵品)

移動平均法による原価

法

③未成工事支出金等(材料貯

蔵品)

同左

③未成工事支出金等(材料貯

蔵品)

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

(2) 重要な減価償却

資産の減価償却

の方法

有形固定資産

定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)につ

いては定額法)によっており

ます。

　なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。
　

有形固定資産

建物(建物附属設備は除

く)

①平成10年３月31日以前

に取得したもの

　法人税法に規定する

　旧定率法

②平成10年４月１日から

平成19年３月31日まで

に取得したもの

　法人税法に規定する

　旧定額法

③平成19年４月１日以降

に取得したもの

　法人税法に規定する

　定額法

建物以外

①平成19年３月31日以前

に取得したもの

　法人税法に規定する

　旧定率法

②平成19年４月１日以降

に取得したもの

　法人税法に規定する

　定率法
　
(会計方針の変更)

　法人税法の改正((所得税

法等の一部を改正する法律

　平成19年３月30日　法律

第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令　

平成19年３月30日　政令第

83号))に伴い、平成19年４

月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人

税法に基づく方法に変更し

ております。

　なお、これに伴う当中間

連結会計期間の損益に与え

る影響は軽微であります。
　

有形固定資産

定率法(ただし、平成10

年４月１日以降に取得した

建物(附属設備を除く)につ

いては定額法)によっており

ます。

　なお、耐用年数及び残存

価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基

準によっております。

　 無形固定資産

定額法によっておりま

す。

　ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によって

おります。
　

無形固定資産

同左

無形固定資産

同左
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前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

(3) 重要な引当金の

計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。
　

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

　 完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保

の費用に充てるため、過年

度の実績を基礎に将来の補

償見込を加味して計上する

方法によっております。
　

完成工事補償引当金

同左

完成工事補償引当金

同左

　 ――――― 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当中間連

結会計期間末における未引

渡工事の損失見込額を計上

しております。
　

工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損

失に備えるため、当連結会

計年度末における未引渡工

事の損失見込額を計上して

おります。

　 賞与引当金

　従業員に対して支給する

賞与に充てるため、支給見

込額基準により計上する方

法によっております。
　

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

　 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。

　なお、会計基準変更時差

異は、15年による均等額を

費用処理しております。

　過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理

することとしております。
　

退職給付引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき

計上しております。

　なお、会計基準変更時差

異は、15年による均等額を

費用処理しております。

　過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により費用

処理しております。

　数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(15

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理

することとしております。
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前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　 役員退職引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く当中間連結会計期間末要

支給額の100％を計上してお

ります。
　

役員退職引当金

同左

役員退職引当金

　役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額の100％を計

上しております。

(4) 重要なリース取

引の処理方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

(5) その他中間連結

財務諸表(連結

財務諸表)作成

のための重要な

事項

①完成工事高の計上基準

完成工事高の計上基準

は、工事進行基準によって

おります。

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、32,549百

万円であります。
　

①完成工事高の計上基準

同左

　

　

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、34,197百

万円であります。

①完成工事高の計上基準

同左

　

　

なお、工事進行基準によ

る完成工事高は、65,175百

万円であります。

　

②消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税に

相当する額の会計処理は、

税抜方式によっておりま

す。

②消費税等の会計処理

同左

　

②消費税等の会計処理

同左

　

５　中間連結（連結）

キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなります。

同左 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなります。
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(6) 中間連結財務諸表に関する注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年６月30日)

前連結会計年度末

(平成18年12月31日)

１　受取手形割引高 781百万円
　

１　受取手形割引高 1,662百万円
　

１　受取手形割引高 416百万円
　

※２　担保の状況

担保付債務

短期借入金 5,294百万円

(うち１年以内返済
予定長期借入金)

(168百万円)

長期借入金 279百万円
　

※２　担保の状況

担保付債務

短期借入金 10,353百万円

(うち１年以内返済
予定長期借入金)

(170百万円)

長期借入金 107百万円
　

※２　担保の状況

担保付債務

短期借入金 12,131百万円

(うち１年以内返済
予定長期借入金)

(169百万円)

長期借入金 194百万円
　

　 　 　

担保提供資産

販売用不動産 1,043百万円

建物 762百万円

土地 1,660百万円

投資有価証券 464百万円

計 3,930百万円
　

担保提供資産

販売用不動産 1,044百万円

建物 387百万円

土地 1,562百万円

投資有価証券 453百万円

計 3,447百万円
　

担保提供資産

販売用不動産 1,044百万円

建物 399百万円

土地 1,562百万円

投資有価証券 433百万円

計 3,438百万円
　

なお、当中間連結会計期間末の自己

株式(326,797株)のうち7,400株は借入

金の担保に供しております。
　

なお、当中間連結会計期間末の自己

株式(25,688株)のうち7,400株は借入

金の担保に供しております。

なお、当連結会計年度末の自己株式

(24,612株)のうち7,400株は借入金の

担保に供しております。

――――― ※３　中間連結会計期間末日満期手形の処理

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理は、手形交換日をもって決済処理し

ております。当中間連結会計期間末日は

金融機関が休日のため、次の中間連結会

計期間末日満期手形が中間連結会計期間

末残高に含まれております。

受取手形 5百万円

支払手形 507百万円
　

※３　連結会計年度末日満期手形の処理

連結会計年度末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理してお

ります。当連結会計年度末日は金融機関

が休日のため、次の連結会計年度末日満

期手形が連結会計年度末残高に含まれて

おります。

受取手形 5百万円

支払手形 337百万円
　

４　偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の手付金等保証に

対して連帯保証を行っております。

㈱ダイドーサービス 382百万円

和田興産㈱ 103百万円

計 486百万円
　

４　偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の手付金等保証に

対して連帯保証を行っております。

㈱ダイドーサービス 200百万円

ペアシティーズ㈱ 84百万円

和田興産㈱ 7百万円

㈱アキムラシー・
アイ・エックス

6百万円

計 298百万円
　

４　偶発債務(保証債務)

連結会社以外の会社の手付金等保証に

対して連帯保証を行っております。

㈱ダイドーサービス 237百万円

和田興産㈱ 146百万円

創建ホームズ㈱ 138百万円

㈱アキムラシー・
アイ・エックス

60百万円

計 582百万円
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額

従業員給料手当 462百万円

退職給付引当金
繰入額

68百万円

地代家賃 151百万円
　

　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額

従業員給料手当 461百万円

賞与引当金繰入額 13百万円

退職給付引当金
繰入額

63百万円

地代家賃 145百万円
　

　

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及

び金額

従業員給料手当 924百万円

退職給付引当金
繰入額

132百万円

地代家賃 301百万円

　

※２　前期損益修正益の内訳

貸倒引当金戻入 110百万円

その他 15百万円

計 126百万円

　

　

※２　前期損益修正益の内訳

工事未払金計上差額 14百万円

役員退職引当金戻入益 13百万円

労災保険料還付金 13百万円

その他 8百万円

計 50百万円

　

　

※２　前期損益修正益の内訳

貸倒引当金戻入 122百万円

労災保険料還付金 15百万円

未払金計上差額 2百万円

その他 7百万円

計 147百万円
　

　

―――――

　

　

―――――
　

※３　固定資産売却益の内訳

建物売却益 134百万円

土地売却益 6百万円

計 140百万円
　　

※４　前期損益修正損の内訳

工事未払金計上差額 24百万円

その他 30百万円

計 55百万円

　

※４　前期損益修正損の内訳

工事未払金計上差額 28百万円

工事中止による損失 13百万円

その他 11百万円

計 53百万円

　

※４　前期損益修正損の内訳

手直し費用 42百万円

工事未払金計上差額 42百万円

受注計上差額 36百万円

その他 32百万円

計 153百万円

　
※５　減損損失

当社グループは、以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

用途 種類 場所 件数

遊休資産 土地 東京都渋谷区 １件

処分予定
資産

土地 兵庫県伊丹市 １件

減損損失を認識した遊休資産及び処分予

定資産については、それぞれ個別の物件毎

にグルーピングしております。

　近年の著しい地価の下落により、上記の

資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（20百万円）と

して特別損失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味

売却価額により測定しております。正味売

却価額は、当該資産の重要性が乏しいた

め、路線価に基づき算定しております。

―――――

　

※５　減損損失

当社グループは、当連結会計年度におい

て以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

用途 種類 場所 件数

遊休資産 土地 東京都渋谷区 １件

処分予定
資産

土地 兵庫県伊丹市 １件

減損損失を認識した遊休資産及び処分予

定資産については、それぞれ個別の物件毎

にグルーピングしております。

　近年の著しい地価の下落により、上記の

資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（20百万円）と

して特別損失に計上しました。

　なお、当該資産の回収可能価額は、正味

売却価額により測定しております。正味売

却価額は、当該資産の重要性が乏しいた

め、路線価に基づき算定しております。
　

※６　特別損失の「その他」の内訳

建物売却損 4百万円

その他 15百万円

計 19百万円
　

※６　特別損失の「その他」の内訳

投資有価証券売却損 1百万円

固定資産廃棄損 3百万円

その他 11百万円

計 15百万円
　

※６　特別損失の「その他」の内訳

特別業務委託費 96百万円

建物売却損 4百万円

固定資産廃棄損 0百万円

損害賠償金 37百万円

その他 26百万円

計 164百万円

特別業務委託費は、当連結会計年度にお

いて発生したＮＩＳグループ㈱との資本及

び業務提携に係るアドバイザリー費用であ

ります。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

　

前中間連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式　（株） 26,800,000 31 ― 26,800,031

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使請求による増加 31株

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式　（株） 821,252 1,545 496,000 326,797

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 1,545株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使請求による減少 496,000株

　

当中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式　（株） 47,933,221 ― ― 47,933,221

　
２．自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式　（株） 24,612 1,076 ― 25,688

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加 1,076株

　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 26,800,000 21,133,221 ― 47,933,221

(変動事由の概要 )

増加数の内訳は、次のとおりであります。

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使請求に伴う新株の発行による増加3,233,221株及び第

三者割当増資に伴う新株の発行による増加17,900,000株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　(株) 821,252 3,360 800,000 24,612

(変動事由の概要)

増加数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加3,360株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の新株予約権行使請求に伴う自己株式の移転による減少800,000株
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１　現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

１　現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

(平成18年６月30日現在)

現金預金勘定 1,871百万円

現金及び現金同等物 1,871百万円
　 　　

(平成19年６月30日現在)

現金預金勘定 2,534百万円

現金及び現金同等物 2,534百万円
　 　　

(平成18年12月31日現在)

現金預金勘定 3,378百万円

現金及び現金同等物 3,378百万円
　 　

２　重要な非資金取引の内容

新株予約権付社債に付された新

株予約権の行使

新株予約権の行使によ
る資本金増加額

0百万円

新株予約権の行使によ
る資本剰余金増加額

98百万円

新株予約権の行使によ
る自己株式の減少額

1百万円

新株予約権の行使によ
る新株予約権付社債の
減少額

100百万円

――――― ２　重要な非資金取引の内容

新株予約権付社債に付された新

株予約権の行使

新株予約権の行使によ
る資本金増加額

249百万円

新株予約権の行使によ
る資本剰余金増加額

397百万円

新株予約権の行使によ
る自己株式の減少額

2百万円

新株予約権の行使によ
る新株予約権付社債の
減少額

650百万円
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(１株当たり情報)

　

前中間連結会計期間
(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

１株当たり純資産額 75.43円 １株当たり純資産額 112.62円 １株当たり純資産額 110.86円

１株当たり中間純利益 8.15円 １株当たり中間純利益 1.42円 １株当たり当期純利益 9.80円

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

7.21円
なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がない
ため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益については、希薄化効果を有
している潜在株式が存在しないため、
記載しておりません。

(注)　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１.　１株当たり純資産額

項目
前中間連結会計期間末
（平成18年６月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年６月30日）

前連結会計年度末
（平成18年12月31日）

中間連結貸借対照表及び
連結貸借対照表の
純資産の部の合計額

(百万円) 1,996 5,395 5,311

普通株式に係る純資産額 (百万円) 1,996 5,395 5,311

普通株式の発行済株式数 (千株) 26,800 47,933 47,933

普通株式の自己株式数 (千株) 326 25 24

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数

(千株) 26,473 47,907 47,908

　
２.　１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

　

項目
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

中間連結損益計算書上の
中間(当期)純利益

(百万円) 212 68 276

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ― ―

普通株式に係る
中間(当期)純利益

(百万円) 212 68 276

普通株式の期中平均株式数 (千株) 26,119 47,908 28,210

中間(当期)純利益調整額 (百万円) ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)
純利益の算定に用いられた普通株式増
加数の内訳

　 　 　

新株予約権付社債 (千株) 3,385 ― ―

普通株式増加数 (千株) 3,385 ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間(当期)純利益の
算定に含めなかった潜在株式の概要

――――― ――――― 第１回無担保転換社
債型新株予約権付社債
(未償還残高850百万
円)
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、中間連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意10)に基づき、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しました。
　

当中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えてい

るため、中間連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意10)に基づき、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しました。
　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める建設事業の

割合がいずれも90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第一号(記載上の注意14)に基づき、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しました。

　

２　所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。
　

当中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。
　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありません。

　

３　海外売上高

前中間連結会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)

海外売上高はありません。
　

当中間連結会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)

海外売上高はありません。
　

前連結会計年度(自　平成18年１月１日　至　平成18年12月31日)

海外売上高はありません。
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(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

重要な資産の譲渡

当社は、従来から必要性の薄れた

資産については積極的に売却を進め

て、財務体質の健全化を図っており

ますが、この度その一環として、平

成18年７月14日付で下記の土地建物

を譲渡しました。

(1) 譲渡資産の内容

土地　241.83㎡

建物　鉄骨鉄筋コンクリー

ト造４階部分(持分10

分の７)1,685.40㎡

(2) 所在地

大阪府東大阪市長堂１丁目885

番地

(3) 帳簿価額

449百万円

(4) 譲渡価額

590百万円

(5) 譲渡資産の現況

賃貸ビル

(6) 譲渡先

東大阪再開発株式会社

(7) 連結損益に与える影響

　上記の固定資産譲渡により、

特別利益「固定資産売却益」136

百万円を平成18年12月期連結決

算に計上します。

　

――――― 平成18年12月１日開催の当社取締

役会において、当社が発行した第１

回無担保転換社債型新株予約権付社

債の繰上償還を決議し、以下のとお

り実施いたしました。

(1) 繰上償還を行う理由：

　平成18年12月１日現在の当社

の株価水準が、本社債の発行を

決議した当時に当社が想定して

いた水準とは大きく乖離してお

り、このような状況のもとで転

換を進めることは転換価額の修

正による潜在株式の増大を招く

こととなるので、当社といたし

ましては、潜在株式の増大を回

避するため、本社債の社債要項

第９項第(3)号の規定に基づき、

平成19年１月５日をもって未償

還額の全部を繰上償還すること

といたしました。

(2) 繰上償還する銘柄：

　株式会社新井組第１回無担保

転換社債型新株予約権付社債

（転換社債型新株予約権付社債

間限定同順位特約付）

(3) 繰上償還日：

　平成19年１月５日

　なお、当社と割当先との間で

平成18年12月11日以降の行使請

求は行わない旨合意しておりま

す。

(4) 繰上償還する本社債の概要

①　発行日：

平成18年３月27日

②　当初の償還期限：

平成20年３月27日

③　発行総額：

1,500百万円

④　未償還残高：

850百万円

⑤　繰上償還金額：

　額面100円につき金100円

　なお、繰上償還資金850百万

円につきましては、銀行借入

により充当いたしました。

　

(開示の省略)

リース取引、有価証券に関する注記事項については、中間決算短信における開示の必要性が大きくない

と考えられるため、開示を省略します。また、デリバティブ取引、ストック・オプション等、企業結合等

については、該当事項はありません。
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５　中間個別財務諸表

(1) 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

現金預金 　 1,462 　 　 2,390 　 　 3,186 　 　

受取手形 　 187 　 　 562 　 　 177 　 　

完成工事未収入金 　 35,776 　 　 38,213 　 　 39,691 　 　

販売用不動産 　 1,402 　 　 1,314 　 　 1,319 　 　

未成工事支出金 　 208 　 　 1,035 　 　 584 　 　

その他 　 3,029 　 　 2,281 　 　 3,403 　 　

貸倒引当金 　 △427 　 　 △427 　 　 △431 　 　

流動資産合計 　 　 41,639 85.6 　 45,369 87.4 　 47,931 87.9

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

土地 　 1,662 　 　 1,564 　 　 1,564 　 　

その他 　 959 　 　 567 　 　 585 　 　

有形固定資産計 　 2,622 　 　 2,132 　 　 2,150 　 　

無形固定資産 　 70 　 　 64 　 　 66 　 　

投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

繰延税金資産 　 1,478 　 　 1,481 　 　 1,492 　 　

その他 　 2,879 　 　 2,911 　 　 2,948 　 　

貸倒引当金 　 △56 　 　 △34 　 　 △39 　 　

投資その他の
資産計

　 4,301 　 　 4,358 　 　 4,401 　 　

固定資産合計 　 　 6,994 14.4 　 6,555 12.6 　 6,617 12.1

資産合計 　 　 48,633 100.0 　 51,925 100.0 　 54,548 100.0
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前中間会計期間末

(平成18年６月30日)

当中間会計期間末

(平成19年６月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

支払手形 　 10,300 　 　 15,114 　 　 12,364 　 　

工事未払金 　 16,636 　 　 14,792 　 　 17,252 　 　

短期借入金 　 14,202 　 　 12,067 　 　 13,970 　 　

一年以内償還の
新株予約権付社債

　 ― 　 　 ― 　 　 850 　 　

未払法人税等 　 53 　 　 49 　 　 93 　 　

未成工事受入金 　 310 　 　 596 　 　 210 　 　

完成工事補償引当金 　 228 　 　 247 　 　 463 　 　

工事損失引当金 　 ― 　 　 24 　 　 42 　 　

賞与引当金 　 36 　 　 48 　 　 46 　 　

その他 　 2,138 　 　 2,256 　 　 2,587 　 　

流動負債合計 　 　 43,905 90.3 　 45,198 87.0 47,879 　 87.8

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

新株予約権付社債 　 1,400 　 　 ― 　 　 ― 　 　

長期借入金 　 279 　 　 107 　 　 194 　 　

退職給付引当金 　 894 　 　 1,093 　 　 1,026 　 　

役員退職引当金 　 60 　 　 66 　 　 65 　 　

固定負債合計 　 　 2,634 5.4 　 1,267 2.5 　 1,286 2.3

負債合計 　 　 46,539 95.7 　 46,466 89.5 　 49,165 90.1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

１　資本金 　 　 582 1.2 　 2,192 4.2 　 2,192 4.0

２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 資本準備金 　 282 　 　 1,890 　 　 1,890 　 　

(2) その他資本剰余金 　 98 　 　 149 　 　 149 　 　

資本剰余金合計 　 　 380 0.8 　 2,040 3.9 　 2,040 3.8

３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

固定資産圧縮
積立金

　 183 　 　 183 　 　 183 　 　

繰越利益剰余金 　 760 　 　 858 　 　 798 　 　

利益剰余金合計 　 　 944 1.9 　 1,042 2.0 　 982 1.8

４　自己株式 　 　 △1 △0.0 　 △0 △0.0 　 △0 △0.0

株主資本合計 　 　 1,906 3.9 　 5,274 10.1 　 5,214 9.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

その他有価証券
評価差額金

　 　 188 0.4 　 184 0.4 　 168 0.3

評価・換算差額等
合計

　 　 188 0.4 　 184 0.4 　 168 0.3

純資産合計 　 　 2,094 4.3 　 5,459 10.5 　 5,383 9.9

負債純資産合計 　 　 48,633 100.0 　 51,925 100.0 　 54,548 100.0
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(2) 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間会計期間

(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

完成工事高 　 34,132 　 　 35,354 　 　 68,661 　 　

不動産事業等売上高 　 63 34,196 100.0 34 35,389 100.0 288 68,949 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

完成工事原価 　 32,306 　 　 33,643 　 　 65,199 　 　

不動産事業等
売上原価

　 51 32,357 94.6 33 33,677 95.2 165 65,364 94.8

売上総利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

完成工事総利益 　 1,826 　 　 1,711 　 　 3,461 　 　

不動産事業等売上総
利益

　 12 1,839 5.4 0 1,711 4.8 123 3,585 5.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 1,331 3.9 　 1,256 3.5 　 2,621 3.8

営業利益 　 　 507 1.5 　 455 1.3 　 963 1.4

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

受取利息 　 0 　 　 0 　 　 1 　 　

その他 　 9 9 0.0 12 13 0.0 19 20 0.0

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

支払利息 　 192 　 　 198 　 　 400 　 　

その他 　 21 214 0.6 56 255 0.7 74 475 0.7

経常利益 　 　 302 0.9 　 212 0.6 　 509 0.7

Ⅵ　特別利益 　 　 126 0.3 　 44 0.1 　 285 0.4

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

前期損益修正損 　 55 　 　 53 　 　 153 　 　

販売用不動産評価損 　 105 　 　 ― 　 　 105 　 　

減損損失 　 20 　 　 ― 　 　 20 　 　

貸倒損失 　 10 　 　 35 　 　 55 　 　

課徴金 　 ― 　 　 24 　 　 ― 　 　

違約金 　 ― 　 　 41 　 　 ― 　 　

その他 　 15 206 0.6 15 170 0.5 160 495 0.7

税引前中間(当期)
純利益

　 　 221 0.6 　 85 0.2 　 299 0.4

法人税、住民税
及び事業税

　 20 20 0.0 26 26 0.1 60 60 0.1

中間(当期)純利益 　 　 201 0.6 　 59 0.1 　 239 0.3
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(3) 中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間(自　平成18年１月１日　至　平成18年６月30日)
　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高
(百万円)

582 282 ― 282

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

新株の発行 0 0 　 0

自己株式の処分 　 　 98 98

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

0 0 98 98

平成18年６月30日残高
(百万円)

582 282 98 380

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高
(百万円)

183 558 742 △2 1,604

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

新株の発行 　 　 　 　 0

中間純利益 　 201 201 　 201

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

自己株式の処分 　 　 　 1 99

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― 201 201 1 301

平成18年６月30日残高
(百万円)

183 760 944 △1 1,906

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高
(百万円)

228 228 1,833

中間会計期間中の変動額 　 　 　

新株の発行 　 　 0

中間純利益 　 　 201

自己株式の取得 　 　 △0

自己株式の処分 　 　 99

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

△40 △40 △40

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

△40 △40 261

平成18年６月30日残高
(百万円)

188 188 2,094
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当中間会計期間(自　平成19年１月１日　至　平成19年６月30日)
　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年12月31日残高
(百万円)

2,192 1,890 149 2,040

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　

中間純利益 　 　 　 　

自己株式の取得 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― ― ― ―

平成19年６月30日残高
(百万円)

2,192 1,890 149 2,040

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年12月31日残高
(百万円)

183 798 982 △0 5,214

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

中間純利益 　 59 59 　 59

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

― 59 59 △0 59

平成19年６月30日残高
(百万円)

183 858 1,042 △0 5,274

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年12月31日残高
(百万円)

168 168 5,383

中間会計期間中の変動額 　 　 　

中間純利益 　 　 59

自己株式の取得 　 　 △0

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額(純額)

16 16 16

中間会計期間中の変動額合計
(百万円)

16 16 76

平成19年６月30日残高
(百万円)

184 184 5,459
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前事業年度 (自　平成 18年１月１日　至　平成 18年 12月 31日 )
　

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年12月31日残高
(百万円)

582 282 ― 282

事業年度中の変動額 　 　 　 　

第三者割当増資による
新株の発行

1,360 1,360 　 1,360

新株予約権付社債の新株予約権行
使による新株の発行

249 248 　 248

当期純利益 　 　 　 　

自己株式の取得 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 149 149

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　

事業年度中の変動額合計
(百万円)

1,610 1,608 149 1,758

平成18年12月31日残高
(百万円)

2,192 1,890 149 2,040

　

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金

合計固定資産圧縮
積立金

繰越利益
剰余金

平成17年12月31日残高
(百万円)

183 558 742 △2 1,604

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　

第三者割当増資による
新株の発行

　 　 　 　 2,720

新株予約権付社債の新株予約権行
使による新株の発行

　 　 　 　 498

当期純利益 　 239 239 　 239

自己株式の取得 　 　 　 △0 △0

自己株式の処分 　 　 　 2 151

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計
(百万円)

― 239 239 1 3,609

平成18年12月31日残高
(百万円)

183 798 982 △0 5,214

　

　
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年12月31日残高
(百万円)

228 228 1,833

事業年度中の変動額 　 　 　

第三者割当増資による
新株の発行

　 　 2,720

新株予約権付社債の新株予約権行
使による新株の発行

　 　 498

当期純利益 　 　 239

自己株式の取得 　 　 △0

自己株式の処分 　 　 151

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

△60 △60 △60

事業年度中の変動額合計
(百万円)

△60 △60 3,549

平成18年12月31日残高
(百万円)

168 168 5,383
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６　受注及び売上の状況

(1) 受注高

（単位：百万円）

区　分
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

建 設 事 業 40,982 39,052 71,728

不動産事業等 ― ― ―

合　計 40,982 39,052 71,728

　

(2) 売上高

（単位：百万円）

区　分
前中間連結会計期間

(自　平成18年１月１日
至　平成18年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年１月１日
至　平成19年６月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年１月１日
至　平成18年12月31日)

建 設 事 業 34,470 35,764 69,180

不動産事業等 68 37 296

合　計 34,538 35,802 69,476

(注) １．当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っておりません。

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。
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(参考) 当社の部門別受注工事高・売上高・次期繰越工事高

①　受注工事高
（単位：百万円）

項　目
前中間会計期間 当中間会計期間

対前年同期比較増減(△)
前事業年度

（自 18年１月１日 （自 19年１月１日 （自 18年１月１日
至 18年６月30日) 至 19年６月30日) 至 18年12月31日)

建
設
事
業

建
築

官公庁 2,046 ( 5.0％) 157 ( 0.4％) △ 1,889 ( △ 92.3％) 3,299 ( 4.6％)

民　間 30,450 ( 74.8 ) 27,077 ( 70.0 ) △ 3,373 ( △ 11.1 ) 51,533 ( 72.3 )

計 32,497 ( 79.8 ) 27,234 ( 70.4 ) △ 5,262 ( △ 16.2 ) 54,832 ( 76.9 )

土
木

官公庁 6,034 ( 14.8 ) 3,369 ( 8.7 ) △ 2,665 ( △ 44.2 ) 11,932 ( 16.8 )

民　間 2,183 ( 5.4 ) 8,088 ( 20.9 ) 5,904 ( 270.4 ) 4,509 ( 6.3 )

計 8,218 ( 20.2 ) 11,457 ( 29.6 ) 3,239 ( 39.4 ) 16,441 ( 23.1 )

計

官公庁 8,080 ( 19.8 ) 3,526 ( 9.1 ) △ 4,554 ( △ 56.4 ) 15,231 ( 21.4 )

民　間 32,634 ( 80.2 ) 35,165 ( 90.9 ) 2,531 ( 7.8 ) 56,042 ( 78.6 )

計 40,715 ( 100.0 ) 38,692 ( 100.0 ) △ 2,023 ( △ 5.0 ) 71,274 ( 100.0 )

　 　 　 　 ( 構成比 ) 　 ( 構成比 ) 　 ( 増減率 ) 　 ( 構成比 )

　

②　売上高
（単位：百万円）

項　目
前中間会計期間 当中間会計期間

対前年同期比較増減(△)
前事業年度

（自 18年１月１日 （自 19年１月１日 （自 18年１月１日
至 18年６月30日) 至 19年６月30日) 至 18年12月31日)

建
設
事
業

建
築

官公庁 2,515 ( 7.3％) 1,777 ( 5.0％) △ 737 ( △ 29.3％) 4,586 ( 6.6％)

民　間 24,776 ( 72.5 ) 26,652 ( 75.3 ) 1,875 ( 7.6 ) 49,360 ( 71.6 )

計 27,292 ( 79.8 ) 28,430 ( 80.3 ) 1,138 ( 4.2 ) 53,947 ( 78.2 )

土
木

官公庁 5,016 ( 14.7 ) 4,822 ( 13.7 ) △ 194 ( △ 3.9 ) 10,960 ( 15.9 )

民　間 1,823 ( 5.3 ) 2,102 ( 5.9 ) 278 ( 15.3 ) 3,754 ( 5.4 )

計 6,840 ( 20.0 ) 6,924 ( 19.6 ) 83 ( 1.2 ) 14,714 ( 21.3 )

計

官公庁 7,532 ( 22.0 ) 6,599 ( 18.7 ) △ 932 ( △ 12.4 ) 15,546 ( 22.5 )

民　間 26,600 ( 77.8 ) 28,755 ( 81.2 ) 2,154 ( 8.1 ) 53,115 ( 77.0 )

計 34,132 ( 99.8 ) 35,354 ( 99.9 ) 1,222 ( 3.6 ) 68,661 ( 99.5 )

不動産事業等 63( 0.2 ) 34 ( 0.1 ) △ 29 ( △ 45.9 ) 288 ( 0.5 )

合　計 34,196 ( 100.0 ) 35,389 ( 100.0 ) 1,192 ( 3.5 ) 68,949 ( 100.0 )

　 　 　 　 ( 構成比 ) 　 ( 構成比 ) 　 ( 増減率 ) 　 ( 構成比 )

　

③　次期繰越工事高
（単位：百万円）

項　目
前中間会計期間末 当中間会計期間末

対前年同期比較増減(△)
前事業年度末

　 　 　
(18年６月30日現在) (19年６月30日現在) (18年12月31日現在)

建
設
事
業

建
築

官公庁 2,834 ( 5.0 ％) 395 ( 0.7％) △ 2,438 ( △ 86.0％) 2,016 ( 3.8 ％)

民　間 43,906 ( 77.3 ) 40,828 ( 72.7 ) △ 3,077 ( △ 7.0 ) 40,404 ( 76.5 )

計 46,740 ( 82.3 ) 41,224 ( 73.4 ) △ 5,515 ( △ 11.8 ) 42,420 ( 80.3 )

土
木

官公庁 8,103 ( 14.3 ) 6,605 ( 11.8 ) △ 1,498 ( △ 18.5 ) 8,058 ( 15.3 )

民　間 1,957 ( 3.4 ) 8,339 ( 14.8 ) 6,381 ( 326.0 ) 2,352 ( 4.4 )

計 10,061 ( 17.7 ) 14,944 ( 26.6 ) 4,883 ( 48.5 ) 10,411 ( 19.7 )

計

官公庁 10,937 ( 19.3 ) 7,001 ( 12.5 ) △ 3,936 ( △ 36.0 ) 10,074 ( 19.1 )

民　間 45,863 ( 80.7 ) 49,168 ( 87.5 ) 3,304 ( 7.2 ) 42,757 ( 80.9 )

計 56,801 ( 100.0 ) 56,169 ( 100.0 ) △ 632 ( △ 1.1 ) 52,831 ( 100.0 )

　 　 　 　 ( 構成比 ) 　 ( 構成比 ) 　 ( 増減率 ) 　 ( 構成比 )
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